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目黒区の給与・定員管理等について 

１ 総括 

（１） 人件費の状況（普通会計決算）    

区 分 
住民基本台帳人口 

（30.1.1現在） 
歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ） 

人件費率 

（Ｂ／Ａ） 

28 年度の 

人件費率 

29年度 276,784人 89,055,714千円 4,831,914千円 20,993,897千円 23.57％ 24.22％ 

◆普通会計は、総務省の基準に基づいて分類・集計した統計上の会計で、全国の地方公共団体の財政状況と

比較することができます。 

◆人件費（B）は、建設事業に係る人件費を含みます。 

 

（２） 職員給与費の状況（普通会計決算）  

区 分 
職員数

（Ａ） 

給   与   費 1 人当たり給与

費 

（Ｂ／Ａ） 

（参考） 

特別区平均一人

当たり給与費 

給  料 職員手当 期末・ 

勤勉手当 

計（Ｂ） 

29年度 1,921人 

(155人) 

7,076,055 

千円 

2,599,263 

千円 

3,275,421 

千円 

12,950,739 

千円 

6,742 

千円 

6,890 

千円 

◆職員数の（ ）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きです。 

◆職員数は、平成２９年４月１日現在の一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、

公益的法人等への派遣職員などを含み、自治法派遣職員、特別会計の計上職員、臨時・非常勤職員を除き

ます。（ただし、被災地派遣職員は含む。） 

◆職員手当には、退職手当を含みません。 

◆給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費を含みます。 

 

（３） ラスパイレス指数の状況（平成３０年４月１日現在） .  
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◆ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数

（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額

を１００として計算した指数です。 

◆ （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、

地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を

用いて補正したラスパイレス指数です。（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）

／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。） 

 ※ 平成３０年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３

年連続で上昇している場合、③100 を超えている場合について、その理由及び改善の見込み 

行政系人事制度の階層変動による職員構成の変更により、上昇しています。 

今後も適正な給与制度の運用に努めていきます。 

 

（４） 給与改定の状況（平成３０年度における特別区人事委員会の勧告内容） 

① 月例給 

一般行政職の給料表については、全ての給及び号給の給料月額に関して平均２．６％の引下げを行うと

いう勧告内容でしたが、特別区を取り巻く状況、国や他の地方公共団体との均衡の観点から総合的に判断

し、改定を実施しないこととしました。その他の給料表、再任用職員の給料月額についても、一般行政職

と同様に改定を実施しないこととしました。 

区 分 
人事委員会の勧告 

給与改定率  国の改定率 
民間給与（A） 公務員給与(B) 較差 (A)-(B) 勧告(改定率) 

30年度 383,760円 393,431円 
▲9,671円

（▲2.46％） 
平均▲2.6% 改定せず  平均 0.16％ 

◆「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の平成３０年４月分の給与額をラスパイ

レス比較した平均給与月額です。 

◆民間給与、公務員給与ともに本年度の新卒採用者は含まれていません。 

②特別給（期末・勤勉手当） 

民間における特別給の支給状況を勘案し年間の支給月数を０．１月引き上げ、支給月数の引上げ分につ

いては、民間の状況を考慮し勤勉手当に割り振るという勧告内容でしたが、特別区を取り巻く状況、国や

他の地方公共団体との均衡の観点から総合的に判断し、改定を実施しないこととしました。 

区 分 

人事委員会の勧告 
年間 

支給月数 
 

国の年間 

支給月数 
民間の支給 

割合（A） 

公務員の 

支給月数(B) 
較差 (A)-(B) 

勧  告 

(改定月数) 

30年度 4.62月 4.50月 0.12月 0.1月 改定せず  4.45 月 

◆「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は 

期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。 

 

（５）  給与制度の総合的見直しの実施状況について 

 

 

 

① 給料表の見直し 

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均 2％引下げ及び地域手当の

支給割合の見直し等に取り組むとされています。 
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一般行政職の給料表については、特別区人事委員会勧告を踏まえて見直しを行ない、平成２７年度

より平均１．７３％引下げを行ないました。他の給料表についても、一般行政職給料表との均衡を

図るため見直しを実施しました。ただし国の初任給との均衡や人材確保の観点からⅠ類（大学卒程

度）初任給については引き下げを行なっていません。 

② 地域手当の見直し 

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合） 

 

（６）その他見直し内容 

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施しました。（平成２７年４

月１日実施） 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（１） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成３０年４月１日現在） 

 ① 一般行政職  

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

目黒区 42.8歳 315,936円 444,266円 397,035円 

東京都 41.5歳 314,490円 444,592円 395,638円 

国 43.5歳 329,845円  410,940円 

特別区平均 41.2歳 307,876円 428,762円 386,614円 

◆「平均給与月額」とは、給料と諸手当（期末勤勉手当・退職手当・寒冷地手当を除く。）を含んだ平均月

額です。 

◆「平均給与月額（国比較ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等

の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたも

の）で再計算したものです。 

  

 

 

 

 

（支給割合）国基準２０％に対し、目黒区においても２０％を支給します。 

（実施時期）平成２７年４月１日より実施 

（参考） 

支給割合 
平成２６

年度 

平成２７年度 平成２８年度

の支給割合 

平成２９年度

の支給割合 

平成３０年度

の支給割合 ４月１日時点 遡及改定後 

国基準によ

る支給割合 
１８％ １８％ １８．５％ ２０％ ２０％ ２０％ 

目黒区の支

給割合 
１８％ ２０％ ２０％ ２０％ ２０％ ２０％ 
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② 技能労務職 

区 分 

公  務  員 

平均年齢 職員数 平均給料月額 
平均給与月額 

（Ａ） 

平均給与月額 

（国比較ベース） 

目黒区 51.4歳 205人 301,486円  396,486円 372,588円  

 うち用務 54.0歳 47人 304,130円 380,730円 372,358円  

うち清掃職員 48.6歳 88人 304,440円 414,256円 380,137円  

うち調理 52.6歳 37人 288,019円 366,788円 350,901円  

東京都 49.7歳  1,418人 292,009円 391,826円 361,938円 

国 50.7歳 2,553人  286,817円  328,637円 

特別区平均 51.8歳 295人 301,331円 404,146円 372,819円 

 

民    間 参 考 

対応する民間 

の類似職種 
平均年齢 

平均給与月額 

（Ｂ） 
Ａ／Ｂ 

用務員 55.6歳 207,200円 1.84 

廃棄物 

処理業従業員 
45.8歳 293,000円 1.41 

調理士 41.0歳 295,600円 1.24 

 

区 分 

参   考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員 

（Ｃ） 

民間 

（Ｄ） 
Ｃ／Ｄ 

目黒区    

 うち用務 6,172,092円 2,808,700円 2.20 

うち清掃職員 6,697,146円 4,038,000円 1.66 

うち調理 6,030,589円 3,914,500円 1.54 

 

◆民間データは、厚生労働省が公表している「賃金構造基本統計調査（賃金センサス）」の平成２７年から平

成２９年の３ヵ年の平均を掲載しています。なお、区職員は、常勤職員のデータで、民間には非常勤職員

等のデータが含まれます。 

◆平均給与月額は、賃金センサスにおける「きまって支給する現金給与額」、年収ベースは、「きまって支給

する現金給与額」を１２倍したものに年間賞与の額を加えた試算値です。 

◆民間の用務員および廃棄物処理業従業員は全国平均を、また、調理士は東京都の平均を掲載しています。 

③ 教育職 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

目黒区 36.3歳 294,537円 393,567円 

東京都 40.5歳 339,718円 439,954円 

特別区平均 37.3歳 318,638円 426,517円 

◆「平均給料月額」とは、平成３０年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。 

◆「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当など
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の諸手当の額を合計したものです。 

◆東京都は「小中学校教育職」の数値を表示しています。 

（２） 職員の初任給の状況（平成３０年４月１日現在）  

区   分 目 黒 区 東 京 都 国 

一般行政職 

Ⅰ 類 

（大学卒程度） 
183,700円 182,700円 

【総合職】183,700円 

【一般職】179,200円 

Ⅲ 類 

（高校卒程度） 
147,100円 144,600円 147,100円 

技能労務職 142,500円 142,000円  

教 育 職 
大学卒 194,800円 196,300円  

短大卒 177,700円 179,400円  

 

（３） 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成３０年４月１日現在）  

区   分 経験年数 10年 経験年数 20年 経験年数 25年 経験年数 30年 

一般行政職 
大学卒 273,253円 385,600円 377,583円 391,040円 

高校卒 214,925円 291,971円 349,188円 377,480円 

技能労務職 187,500円 281,788円 306,300円 308,850円 

教 育 職 大学卒 308,906円 － － － 

◆経験年数には、採用前の職歴等を加算した年数を含めます。 

◆一般行政職、高校卒の経験年数２０年については、対象者が少ないため、近似の経験年数１８年～２２年を

含めた平均給料月額で掲載しました。 

◆技能労務職の経験年数１０年については、対象者が少ないため近似の経験年数６年～９年を含めた平均給料

月額で掲載しました。また、経験年数２０年については、同様に１９年～２１年を含めた平均給料月額で掲

載しました。 

◆教育職、大学卒の経験年数１０年については、対象者が少ないため、近似の経験年数８年～１３年を含めた

平均給料月額で掲載しました。 

◆教育職、大学卒の経験年数１０年以外については、当該区分に該当する職員がなく、かつ、近似データが存

在しないため、記載していません。 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

（１） 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成３０年４月１日現在）  

区  分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
1 号給の 

給料月額 

最高号給の

給料月額 

６級 部長 17人 1.7％ 370,300円 515,500円 

５級 課長 50人 5.1％ 285,000円 455,000円 

４級 課長補佐 65人 6.6％ 254,200円 429,200円 

３級 係長・主査 200人 20.3％ 227,300円 407,300円 

２級 主任 301人 30.6％ 197,100円 358,400円 

１級 係員 352人 35.7％ 142,500円 324,800円 

◆目黒区給与条例に基づく給料表の級区分による職員（再任用職員を除く。）数です。 

◆標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

◆行政系人事制度の改正により、平成３０年４月１日から職務の級を８層制から６層制に統合・再編してい

ます。 



 

 6 

 

 

 

 

（２） 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（平成３０年４月１日現在） 
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（３） 昇給への人事評価結果の反映状況（目黒区） 

平成 30 年 4 月 2 日から平成 31 年 4

月 1 日までにおける運用 
管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している 〇 〇 

 

活用している昇給区分 昇給可能な区分 昇給実績がある区分 昇給可能な区分 昇給実績がある区分 

上位、標準、下位の区分 〇  〇 〇 

上位、標準の区分  〇 
  

標準、下位の区分   
  

標準の区分のみ（一律）   
  

ロ． 人事評価を活用していない   

   活用予定時期   

 

４ 職員の手当の状況 

（１）期末・勤勉手当  

目 黒 区 東 京 都 国 

１人当たり平均支給額（29年度） 

1,638,885円 

(再任用を除く職員 1,780,973円) 

(再任用職員     553,127円) 

１人当たり平均支給額（29年度） 

1,836千円 

 

（30年度支給割合） 

◆ 一般職員 

期末手当   勤勉手当 

2.60月分   1.90月分 

（1.45月分） （0.90月分） 

（30年度支給割合） 

◆ 一般職員 

期末手当   勤勉手当 

2.60月分   1.90月分 

（1.45月分） （0.90月分） 

（30年度支給割合） 

◆ 一般職員 

期末手当   勤勉手当    

2.60月分   1.80月分 

（1.45月分） （0.85月分） 

◆ 管理職員 

期末手当   勤勉手当 

2.20月分   2.30月分 

（1.25月分） （1.10月分） 

◆ 管理職員[課長級/部長級] 

期末手当   勤勉手当 

2.20/2.00月分 2.30/2.50月分 

（1.25月分） （1.15月分） 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算 

・職務段階別加算    5～20％ 

・管理職加算     15～20％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算 

・職務段階別加算    3～20％ 

・管理職加算     15～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算 

・職務段階別加算    5～20％ 

・管理職加算     10～25％ 

◆（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職） 

平成 30 年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している 〇 〇 

 

活用している昇給区分 昇給可能な区分 昇給実績がある区分 昇給可能な区分 昇給実績がある区分 

上位、標準、下位の成績率 〇 〇 〇 〇 

上位、標準の成績率 
    

標準、下位の成績率 
    

標準の成績率のみ（一律） 
    

ロ． 人事評価を活用していない   

   活用予定時期   

 

（２） 退職手当（平成３０年４月１日現在） 

区  分 
目 黒 区 国 

自己都合 勧奨・定年 自己都合 応募認定・定年 

支給率 

勤続 20年 18.00月分 24.55月分 19.6695月分 24.586875月分 

勤続 25年 28.00月分 32.95月分 28.0395月分 33.27075月分 

勤続 35年 39.75月分 47.70月分 39.7575月分 47.709月分 

最高限度額 39.75月分 47.70月分 47.709月分 47.709月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

（2％～20％加算） 

定年前早期退職特例措置 

（2％～45％加算） 

退職時特別昇給 ４号給又は８号給  

１人当たり平均支給額 2,080千円 20,433千円  

◆退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２９年度退職者分の平均額です。 

◆退職時の特別昇給 ・生命を賭して、善行を行った者の死亡退職の場合：４号給 

・功績顕著な者が公務上の傷病により退職する場合：８号給 

 

（３） 地域手当（平成３０年４月１日現在） 

支給実績（平成 29年度決算） 1,568,373千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成 29年度決算） 725,427円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度(支給率) 

目黒区 20％ 2,201人 20％ 

興津自然学園※(千葉県勝浦市) 12％  2人  
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（４） 特殊勤務手当（平成３０年４月１日現在） 

支給実績（平成 29年度決算） 16,762千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成 29年度決算） 93,644円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成 29年度） 8％ 

手当の種類（手当数） 4  

手当の名称 
主な 

支給対象職員 

 

主な支給対象業務 

支給実績 

（29年度決算） 

左記の職員に対する 

支給単価 

特定危険現場 

作業手当 

施設課、建築課に

勤務する職員 

区の施設に設置される昇降機

の新設、修繕及び改修に伴う

検査業務 

5,040円 1日につき 420円 

（420円） 

水防本部設置に

伴う召集を受け

た職員 

当該年度の水防活動計画に定

める警戒箇所における水防作

業 

20,140円 従事した日１日につ

き 1,060円 

（1,060円） 

福祉業務手当 高齢福祉課、障害

福祉課、生活福祉

課に勤務する職

員 

生活保護法、中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する

法律、身体障害者福祉法、知

的障害者福祉法又は老人福祉

法に定める業務を行うための

家庭等への訪問 

2,034,480円 従事した日 1 日につ

き 490円 

（490円） 

防疫等業務 

手当 

保健所に勤務す

る職員 

感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律

第 6条第 2項及び第 9項に規

定する感染症の患者に接し、

又は当該病原体等に接触する

業務 

0円 従事した日 1 日につ

き 700円 

（700円） 

防疫等業務 

手当 

保健所に勤務す

る職員 

感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律

第 6条第 3項及び第 4項に規

定する感染症の患者に接し、

又は当該病原体等に接触する

業務 

219,790円 従事した日 1 日につ

き 310円 

（310円） 

感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律

第 6条第 3項第 2号に規定す

る感染症の患者に常時接する

業務に従事する者が、家庭等

に訪問することにより、当該

患者に接する業務 

5,400円 従事した日１日につ

き 180円 

（180円） 
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清掃関係業務 

手当 

清掃事務所に勤

務する職員 

廃棄物の処理を直接行う業務

又はこれに密接に関連する業

務 

14,471,100円 従事した日 1 日につ

き 700円 

（700円） 

◆（ ）内は、平成２９年度における支給単価です。 

（５） 時間外勤務手当 

支給実績（平成 29年度決算） 666,693千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成 29年度決算） 347千円 

支給実績（平成 28年度決算） 671,707千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成 28年度決算） 334千円 

◆職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成 29年度決算）」と同じ年度の４月１日

現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であ

り、短時間勤務職員を含みます。 

（６） その他の手当（平成３０年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績 

(29年度決算) 

支給職員１人当た

り平均支給年額 

(29年度決算) 

扶養手当 扶養親族を有する職員に生計費の一助と

して支給。 

異なる 

 

 110,599千円 180,422円 

・配偶者 10,000円  6,500 円 

・子   7,500 円  10,000円 

・父母等 6,000 円  6,500 円 

・16～22歳の子 1 人につき 4,000 円加算  5,000 円 

住居手当 職員の住居費の一部を補うため、月額

27,000 円以上の家賃を支払っている者

に支給。 

※平成 26年 4月 1 日より制度改正あり。 

～27歳 27,000円 

～32歳 17,600円 

～上記以降 8,300 円 
 

異なる 家 賃 負 担

者に最大 

27,000円 

71,987千円 159,972円 

通勤手当 通勤に要する経費の一部を補うために運

賃等相当額を支給。 

・交通機関利用者 1 か月当たりの支給限

度額 55,000 円 

・交通用具利用者 2,600～24,900 円 

異なる 交通用具

等の使用

距離区分

と支給額 

227,737千円 121,008円 

管理職手

当 

管理又は監督の地位にある職員に、その

職の特殊性に基づいて支給。 

・部長及びこれに相当する職 127,600円 

・統括課長及びこれに相当する職

105,800円 

・課長及びこれに相当する職 91,100円 

異なる 支給区分 

支給金額 

106,144千円 1,179,373円 

初任給調

整手当 

採用による欠員の補充が困難な職員につ

いて、その採用困難な状況や民間におけ

る賃金との較差等を考慮して支給。 

支給期間に応じて 118,000～268,500円 

異なる 支給区分 

支給金額 

6,388 千円 2,129,200円 

休日給夜

間勤務手

休日給…休日において正規の勤務時間中

に勤務することを命ぜられた職員に対し

同じ  50,214千円 144,710円 
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当 て支給。 

勤務 1時間当たりの給与額×135／100 

夜間手当…正規の勤務時間における勤務

として午後 10時から翌日の午前5時まで

の間に勤務した職員に対して支給。 

勤務 1時間当たりの給与額×25／100 

宿日直手

当 

宿直勤務又は日直勤務に従事した職員に

対し、当該勤務の報酬として支給。 

異なる 支給区分 

支給金額 

0 千円 0 円 

管理職員

特別勤務

手当 

管理職手当を受ける管理又は監督の地位

にある職員が、以下に勤務した場合に支

給。職と勤務時間に応じて 4,000～

18,000円を支給。 

・臨時又は緊急の必要等により週休日又

は休日に勤務した場合に支給。 

・臨時又は緊急の必要等により週休日等

以外の日の午前 0 時から午前 5 時まで

の間に勤務した場合に支給。 

異なる 支給金額 

3,000 円  

～18,000円 

250千円 62,500円 

単身赴任

手当 

公署を異にする異動等に伴う転居のた

め、配偶者と別居し単身で生活すること

を常況とする職員に対して支給。 

基礎額 30,000円 

加算額 

100㎞以上 200㎞未満 6,000 円 

200㎞以上 300㎞未満 10,000円 

300㎞以上      14,000円 

異なる 支給金額 

30,000円～    

100,000円 

1,056 千円 528,000円 

義務教育

等教員特

別手当 

人材確保法の趣旨に沿うため、教育職員

の給与について特別の措置を講ずるため

支給。その者の発令級号給に応じて

1,120～4,150円 

  924千円 42,028円 

◆２９年度決算の値は、一般会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計の合

計です。 

 

５ 特別職の報酬等の状況（平成３０年４月１日現在） 

区  分 

給 料 月 額 等 

給料・報酬 地域手当 
（参考）特別区における給料・報酬の 

最高／最低額 

給
与 

区 長 

副区長  

 1,061,000円 

849,000円       

212,200円  

169,800円  

1,256,500円／974,800円 

1,014,800円／828,600円 

報
酬 

議 長 

副議長 

議 員 

907,000円  

794,000円  

599,000円  

－円  

－円  

－円  

  956,000円／861,200円 

  813,000円／756,100円 

  622,000円／589,000円 

期
末
手
当 

区 長 

副区長 

（29年度支給割合） 

   3.35月分 

議 長 

副議長 

議 員 

（29年度支給割合） 

   3.30月分 
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退
職
手
当 

区 長 

副区長 

（算定方式）              （１期の手当額）    （支給時期） 

退職時給料月額×在職年数×450/100    19,098,000 円           任期毎 

退職時給料月額×在職年数×306/100      10,391,760 円           任期毎 

◆退職手当の「１期の手当額」は、平成３０年４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４

８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。 
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 ６ 職員数の状況  

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由（平成３０年４月１日現在）  

 

（単位：人） 

 

◆職員数は、一般職に属する職員数）であり、地方公務員の身分を保有する休職者、公益的法人等への派遣職員

などを含み、自治法派遣職員、臨時・非常勤職員を除きます。 

◆（ ）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きです。 

区分
部門 29年 30年

13 13 0

76 76 0

227 230 3

1 1 0

14 14 0

205 207 2

198 195 -3

1,918 1,921 3

(155) (149) (-6)

104 103 -1

(10) (8) (-2)

2,022 2,024 2

(165) (157) (-8)
合　　計

＜参考＞
 　人口１万人当たり職員数 73.13人

後期高齢者医療事業会計 11 11 0

減：欠員不補充

公

営

企

業

等

会

計

部

門

教育部門
増：学校運営業務・学校セキュリティ対応増員
減：学校事務・学校用務業務見直し

小　　計

小　　計

国民健康保険事業会計 46 46 0

介護保険事業会計 47 46 -1

土　　木
減：再任用職員の活用
増：空き家対策調整・工事監督・公園管理業務増員

計 1,720 1,726 6

衛　　生
増：民泊対応・再任用職員の活用終了
減：清掃職員の委託化

労　　働

商　　工

税　　務

民　　生 857 849 -8

減：学童保育クラブ・下目黒福祉工房委託化、臨時給付金業
務終了

増：放課後子ども対策課の新設。学童保育クラス増対応増
員、児童相談所派遣、生活福祉法令基準充足・出納業務増
員

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政

議　　会

総　　務 327 336 9

減：組織再編（地域政策担当部）、芸術文化振興財団派遣終
了

増：組織再編（長期計画コミュニティ課、区有施設プロジェクト
部）、オリンピック・パラリンピック推進業務・組織委員会派遣
増員

職員数 対前年
増減数

主な増減理由
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（２）年齢別職員構成の状況（平成３０年４月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※年齢区分については、年度末の年齢で表記しています。 

 

（３）職員数の推移 

 

年齢
区分

23歳
以下

24歳～
27歳

28歳～
31歳

32歳～
35歳

36歳～
39歳

40歳～
43歳

44歳～
47歳

48歳～
51歳

52歳～
55歳

56歳
以上 合計

30年度 55人 186人 187人 187人 149人 136人 171人 251人 270人 432人 2,024人
25年度 20人 128人 174人 148人 141人 200人 258人 292人 309人 408人 2,078人

年度
部門別

1,726 1,707 1,712 1,705 1,720 1,726 0 0.00%

239 229 208 200 198 195 -44 -18.41%

1,965 1,936 1,920 1,905 1,918 1,921 -44 -2.24%

113 112 107 105 104 103 -10 -8.85%

2,078 2,048 2,027 2,010 2,022 2,024 -54 -2.60%

２８年 ２９年 ３０年
過去５年間の
増減数（率）

一般行政職

教育

普通会計計

公営企業等会計計

総合計

２５年 ２６年 ２７年


